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（１）研究の目的と研究体制
　宇都宮市においても少子高齢化による人口減少
社会の到来により，今後は住宅需要が減少するこ
とが予想される。このため，中心市街地の住宅地
においても，これまで都市的インフラおよび，生
活基盤が整えられてきたが，今後は空き地・空き
家の増加が懸念される。
　これらの住宅地は，商業施設が集積する中心市
街地とともに，本市の市街地を形成する上で欠か
すことのできないものであり，今後とも魅力ある
まちづくりが求められる。空き家については，西
山（２０１４）において先行研究が行われていること
から，本研究では，今後，住宅地において発生す
ることが予測される「空閑地」に着目し，立地特
性や人口・世帯数との関係について明らかにする
とともに，地域資源としての活用のあり方を検討
するものである。
　本研究は，専門家からの指導・助言が必要であ
ることから，都市計画や空閑地に精通した東京大
学大学院工学系研究科の横張真教授と共同で研究
を行い，調査・分析は横張研究室が行った。

極的に利用されているものから，駐車場などの暫
定利用のもの，未利用状態のものなど，さまざま
な形態で存在している。本研究では，「宅地であ
りながら建物が建てられていない土地」を「空閑
地」として定義する。

（２）空閑地が与えるイメージ
　これまでのように住宅需要が高い時代の空閑地
は，早期に建物が建てられることが求められてい
た。例えば，建物が連担する商店街や住宅地の中
に複数の空閑地が未利用のままで存在していると，
外部の人間からは，その空閑地だけでなく，その
区域全体の活力が失われているようなイメージが
持たれる。一方で，空閑地を活用して草花の植栽
や，人々が集う賑わいの場などに利用されている
と，その地域全体に好印象を与える。

（３）周辺に与える影響
　密集している住宅地の中に，新たに空閑地が発
生すると建物の過密状態が解消される一方で，放
置状態が長期化することにより，雑草の繁茂や廃
棄物の不法投棄による汚染・景観阻害などが懸念
され，新たな利用者が現れることの妨げにもなり
得る。しかし，資産維持が目的での空閑地に対し，
所有者が多額の費用をかけて管理を行うことは考
えにくく，他方，これらを近隣住民が除去しよう
としても，その権利が無いためできない。このよ
うに周辺に影響を与える空閑地の解消は，地域課
題となってくる。
　
（４）社会基盤に与える影響
　市街化区域の住宅地には，これまで都市的活動
を支える下水道などの社会資本が整備されている。
しかし宅地が空閑地であると，所有者からこれら
の利用料を徴収することができない。このような
未利用状態の空閑地が住宅地の中に数多く存在す
ると，インフラ事業が非効率的な運営となる。

１　はじめに

２　空閑地が及ぼす影響

　本章は浅見（２０１３）など空閑地に関する先行研
究をもとに，本研究が課題とする空閑地が及ぼす
影響について整理する。

（１）空閑地の定義
　空閑地は一般に，緑地などの非建蔽地として積
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（１）市街地の形成と縮退
　本市の市街地は，人口増加に伴う住宅需要の高
まりにより，周辺部に向かってスプロール的に発
展した。今後は人口減少や郊外への住宅地の拡大
により，中心市街地周辺部の住宅地の土地需要は
確実に低下し，空閑地にすぐに建物が建てられる
ことは少なくなる。本市においても宅地の需要低
下が予想され，既成の住宅地の中に空き地・空き
家が増加することが懸念されている。
　これまで空閑地の解消は，民間事業による市場
的解決に委ねられてきたが，これらの空閑地は，
市場的解決だけでは困難である。また，行政主導
による土地区画整理事業では，多額の公的資金が
必要になることから，社会全体が縮退に転じる状
況では難しい。このため，多額の資金投資が生じ
ない行政による対策が必要になる。
　今後，本市がネットワーク型コンパクトシティ
を進め，居住人口の集積を図るためには，居住環
境が整えられている中心市街地周辺部の住宅地で
増加する空閑地への対応が求められる。また，空
閑地は，未相続や抵当権が設定されているなどの
「内的要因」があるものと，面積や形状，接道条件
や，周辺環境による「外的要因」とに分けること
ができる。そこで本稿では，空閑地がどのように
発生・分布しているのかという点を明らかにする。
なお，本研究では，住宅地の開発年代や交通の利
便性などの「外的要因」に着目して研究を進める
ものとする。

（２）対象とする範囲と該当する土地
　本研究は，内環状線の内側に位置し，空閑地を
駐車場などの商業的利用への展開が可能な，中心
市街地活性化事業に位置付けられた区域（１６８ha）
を除く周辺部で，かつ，都市計画基礎調査の土地
利用分類において「住宅地」または「その他の空

地」に該当する場所を対象地とした（図１）。
　また，当該地域には，明治時代以前から整備さ
れた住宅地，スプロール的に発達した住宅地，土
地区画整理事業が施工された住宅地が含まれてい
ることから，これら経緯をふまえて研究を進める。

３　研究分析の視角と意義

図１　研究対象地
横張研究室作成

（３）本調査における空閑地の判定基準
　空閑地の判定基準は以下の２点である。
①：資材置場や駐車場など使途の明示がなく，か

つ土・雑草で覆われている土地
②：立入が禁じられている土地，または売地であ

ることが明示されている土地

４　空閑地発生と立地的特性との関係

（１） 対象地における空閑地の分布
　対象地に存在する全ての空閑地を現地踏査によ
り記録した１。その結果，空閑地は，延べ３４７か所，
総面積は１０.７８haであり，対象地全体（４９０.６９ha）

●市政研究センター研究報告

１  調査期間：平成２７年７月２９日から３１日，８月２４日〜２８日
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の２.２０％を占める（図２）。また，空閑地の経過を
把握するため，ゼンリン住宅地図（昭和４５・５５・
平成２・１７年）を参照し，住宅の撤退に伴い発生
した「撤退タイプ」と，田畑・森林などが宅地開
発されたものの未だ住宅建築されていない「未建
築タイプ」に各空閑地を分類した（図３）。さらに，
撤退タイプについては，平成２年２以降に発生し
たものを「短・中期残存型」，平成２年以前から空
閑地だったものを「長期残存型」として分類でき
た。その結果，短・中期残存型撤退タイプの面積
が６.３４ha，長期残存型撤退タイプの面積が０.９３ha，
未建築タイプの面積は３.５２haを占めた。 

（２）空閑地の発生と住宅地の立地特性との関係
１）立地特性の分析の視点
　主な関連研究である氏原ほか（２００６）・大澤ほか
（２００９）・阪井（２０１４）によると，空閑地の発生と
の関係が指摘されていた立地特性には，「住宅地
の新旧」，「開発の計画性」，そして「交通の利便性」
の３つがある。ただし，「交通の利便性」は，「公
共交通の利便性」と「自動車交通の利便性」に分
類できる。本研究では，以上４つの特性を対象に
分析を行った。
　①「住宅地の新旧」の指標となる住宅地の開発
年代は，国土地理院発行の過去の地形図を参照し
て明らかにした。②「開発の計画性」では，住宅
地が個別の民間開発によりスプロール的に開発さ
れたか，または土地区画整理事業の施行により計
画的に開発されたかという基準で住宅地を分類し
た。分類には，都市計画基礎調査データを用いた。
中心駅として抽出したのは，宇都宮市内で利用者
数が最も多いＪＲ宇都宮駅である。③「公共交通
の利便性」については，ＪＲ宇都宮駅を中心とす
る同心円バッファ内に含まれる空閑地の面積割合
を比較することで，空閑地の発生しやすさとの関
係を分析した。④「自動車交通の利便性」につい
ては，基盤地図情報の道路縁データを基に，既往
研究を参照して対象地内の道路幅員データを作成
し，各空閑地に最も近接する道路を接道と見なし
て，建築基準法上の道路要件を基に，４.０ｍを閾値
として分類した。以上の結果，各立地特性は図４
〜７のように示される。
２）空閑地の発生しやすさとの関係
　各立地特性と空閑地の発生しやすさとの関係を
表す指標には特化係数を用いた。特化係数は以下
の計算式により求められ，１.００が対象地全体の平
均値となる。

図２　対象地における空閑地の分布
横張研究室作成

図３　空閑地の分類
横張研究室作成

SR＝ VA/A
vai/ai

　たとえば空閑地の面積と住宅地の開発年代との

２ 大澤ほか（２００９）における「短期残存型」の定義に最も近い値
となる平成２年を本研究での「短・中期」と「長期」との閾値と
した。
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関係をみる場合，vaiは開発年代ｉの住宅地内での
空閑地の面積，aiは開発年代ｉの住宅地の面積，
ＶＡは空閑地の総面積，Ａは対象地の総面積を表
す。
３）開発年代と空閑地の発生パタンとの関係
　表１は各年代に開発された住宅地における空閑
地の特化係数を示しており，撤退タイプ空閑地・
未建築タイプ空閑地ともに，占有割合が平均
（１.００）以上であるセルは網掛けにしている。撤退

タイプ空閑地は，昭和４０年以前に開発された古い
住宅地において発生しやすい。昭和５年以前に開
発された住宅地で短・中期残存型の特化係数が高
くなる一方，長期残存型の特化係数は昭和６～４０
年の間に開発された住宅地で特に高く，昭和５年
以前に開発された住宅地では低かった。一方，未
建築タイプ空閑地は，昭和４１年以後に開発された
新しい住宅地において発生しやすく，開発年代が
新しくなるほど，その傾向が強まる。

図４　対象地における開発年代
横張研究室作成

図５　対象地における開発タイプ
横張研究室作成

図６　対象地におけるＪＲ宇都宮駅からの距離帯
横張研究室作成

図７　対象地における道路幅員
横張研究室作成

●市政研究センター研究報告
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※「平成１４年～２７年」の列に「長期残存型」の値発生は，地形図
と現実の住宅地の位置情報一致していないことによるエラーによ
るもの。

４）開発タイプと空閑地の発生パタンとの関係
　表２は２通りの開発タイプを基に形成された住
宅地における空閑地の特化係数を示す。撤退タイ
プ空閑地は，短・中期残存型が個別事業によりス
プロール的に開発された住宅地で多いが，長期残
存型については，個別開発と土地区画整理事業で
大きな違いはない。一方，未建築タイプ空閑地は，
土地区画整理事業により開発された住宅地で発生
しやすい。
５）駅からの距離と空閑地の発生パタンとの関係
　表３は，ＪＲ宇都宮駅からの距離帯ごとの空閑
地の特化係数を示す。駅から４００ｍ未満は本調査
の対象外である。撤退タイプ空閑地は，短・中期
残存型が駅から２,０００ｍ以遠の住宅地で多いが，長
期残存型については駅からの距離との関係は読み
取れない。一方，未建築タイプ空閑地は駅から
２,０００ｍ未満の近い住宅地で多く発生している。

６）接道幅員と空閑地の発生パタンとの関係
　表４は，接道幅員ごとの空閑地の面積と特化係
数を示す。撤退タイプ空閑地は，幅員４.０ｍ未満の
道路に接道している場合，短・中期残存型の特化
係数は４.０ｍ以上の道路に比べてやや高い程度だ
が，長期残存型の特化係数は１.７０と顕著に高くな
ることがわかった。一方，未建築タイプ空閑地は，
４.０ｍ以上の道路に接道する場合に発生しやすい
ことがわかった。

（３）立地特性間の関係性の検証
　本節では，これまで個別に分析してきた４特性
について，それぞれの特性同士の関係を分析する。
１）開発タイプと開発年代との関係
　昭和５年以前に開発された古い住宅地は個別開
発によりスプロール的に開発されていることが多
く，その後，昭和６年～平成１３年にかけては，土
地区画整理事業により計画的に開発された住宅地
が多くなることがわかった（表５）。さらに平成１４
年以降は，再び個別開発によるスプロール的開発
が多くなっている。

表１　開発年代ごとの空閑地の特化係数

横張研究室作成

表３　ＪＲ宇都宮駅からの距離ごとの空閑地の特化係数

表２　開発タイプごとの空閑地の特化係数

横張研究室作成

横張研究室作成

表４　接道幅員と空閑地の特化係数

横張研究室作成

住宅地における空閑地発生要因とその利活用に関する研究
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２）駅からの距離と開発年代との関係
　大正５年以前に開発された住宅地は，ＪＲ宇都
宮駅から２,０００～２,４９９ｍの距離帯で顕著に立地し
ていることがわかる（表６）。しかし，大正５年以
降に開発された住宅地では，ＪＲ宇都宮駅からの
距離との間に明確な関係はみられない。

表５　住宅地の開発タイプと開発年代との関係

横張研究室作成

６）道路幅員と駅からの距離との関係
　ＪＲ宇都宮駅からの距離と道路幅員との間には
明確な関係はみられない（表１０）。

表６　ＪＲ宇都宮駅からの距離と
住宅地の開発年代との関係

横張研究室作成

３）駅からの距離と開発タイプとの関係
　駅から１,５００ｍの距離帯までは土地区画整理事
業により計画的に開発されている一方，１,５００ｍ
以遠では個別の開発行為によりスプロール的に開
発されていることがわかった（表７）。

表７　ＪＲ宇都宮駅からの距離と開発タイプとの関係

横張研究室作成

５）道路幅員と開発タイプとの関係
　幅員４.０ｍ未満の道路は個別事業によりスプ
ロール的に開発された住宅地で顕著に多い。一方，
４.０ｍ以上の道路は土地区画整理事業により開発
された住宅地で多い（表９）。

４）道路幅員と開発年代との関係
　幅員４.０ｍ以上の道路割合は，各開発年代で大き
な差はないが，４.０ｍ未満の道路は昭和４０年以前に
開発された古い住宅地で多い（表８）。

表８　住宅地の開発年代と道路幅員との関係

横張研究室作成

表９　開発タイプと道路幅員との関係

横張研究室作成

●市政研究センター研究報告
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（４）空閑地の発生パタンと立地特性との関係
　撤退タイプ空閑地の発生には，開発年代が古い
こと（昭和４０年以前）が強く関係している。また，
道路幅員が狭いこと（４.０ｍ未満）は空閑地の残存
を助長すると考えられる。個別事業によるスプ
ロール的開発との関係もみられたが，これは開発
の古さとの関係が間接的に現れたものと考えられ
る。
　他方，未建築タイプ空閑地の発生には，開発年
代が新しいこと（昭和４１年以後）が強く関係して
いた。土地区画整理事業による開発・ＪＲ宇都宮
駅からの距離が近いこと（２,０００ｍ未満）・道路幅
員が広いこと（４.０ｍ以上）との関係もみられたが，
これらは開発の新しさの影響が間接的に現れたも
のと考えられる。
　以上の結果を整理し，空閑地の発生と立地特性
との関係をまとめたのが図８である。

表１０　ＪＲ宇都宮駅からの距離と道路幅員との関係

横張研究室作成

　空閑地の発生は，人口・世帯数の減少により進
行するといわれていることから，本章では，人口・
世帯数と空閑地の発生との関係について検証した。
以下では，「撤退タイプ空閑地」のみを分析対象と
している。分析単位は，国勢調査データの集計単
位である小地域３とし，平成７～２２年の間に４回
実施された国勢調査の人口・世帯数データを用い
て，空閑地面積との関係を分析した。用いた変数
は，人口，世帯数，高齢化率，平均世帯人員およ
び各年次間での変化率である。また，小地域ごと
に開発年代を特定した。以下，特徴的な結果のみ
を述べる。

（１）人口・世帯数の変化と空閑地発生との関係
　図９は平成７～２２年までの人口変化率と撤退タ
イプ空閑地の面積との関係を表したものである。
一般に人口の減少は撤退タイプ空閑地の増加を促
すと考えられているが，実際には，どの開発年代
の住宅地においても，空閑地面積割合と人口変化
との間に相関は見られず，また同様に，平成７～
２２年までの世帯数変化率と撤退タイプ空閑地の面
積との間にも相関はなかった。

図８　空閑地の発生と立地特性との関係
横張研究室作成

５　空間地発生と人口・世帯数との関係

図９　人口変化率と撤退タイプ面積との関係
横張研究室作成

住宅地における空閑地発生要因とその利活用に関する研究

３  該当する小地域は全部で９６地域であり，その中から，人口デー
タの欠損，およびスミルノフ・グラブス検定（有意水準α=０.０１）
により外れ値を示した小地域を除いた。
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（２）平均世帯人員の変化と空閑地発生との関係
　本項では，「新規世帯の流入により住宅地の更
新が進めば，新たな開発行為を進めるために，古
い住宅の撤退による空閑地の発生が進む」という
仮説の下，世帯人員の変化に着目し，撤退タイプ
空閑地面積割合と平均世帯人員変化率との関係を
分析した。平均世帯人員は一世帯あたりの平均人
員数であり，新しい世帯が流入することで維持さ
れると考えられる。図１０は撤退タイプ面積割合と
平成７年～２２年の間の平均世帯人員変化率との関
係を表したものである。全体としては，平均世帯
人員変化率と撤退タイプ空閑地の面積の間に相関
はないが，昭和６～４０年の間に開発された住宅地
に着目すると，両者の間に正の相関がみられた
（相関係数ｒ=０.５５）。ただし，ほかの開発年代の
住宅地においては，相関はなかった。

（３）空閑地発生パタンの考察
　以上の分析結果を基に，空閑地の発生パタンを
考察する。未建築タイプ空閑地は，田畑等のまと
まった土地が新しく開発される事により発生する
ため，開発年代の新しい住宅地において多く存在
するものと考えられる。一方，住宅の撤退により
発生する撤退タイプ空閑地は，住宅地の開発年
代・平均世帯人員の変化との関係で発生のしやす
さが異なる。わが国における住宅地の更新時期が

約４０～５０年であるといわれる（小長谷 ２００５）点に
留意すると，昭和４１年以後に開発された住宅地の
多くは，まだ更新の時期を迎えていないため，撤
退タイプ空閑地の発生が少なくなると考えられる。
すでに住宅地の更新期を迎えている昭和４０年以前
に開発された住宅地では，更新期における新規世
帯の流入量の多寡が，撤退タイプ空閑地の多い地
域と少ない地域との違いに現れていると考えられ
る。昭和５年以前に開発された住宅地は１～２回
の更新期をすでに迎えており，その間に発生した
空閑地が徐々に充填されてきたため，長期残存型
の撤退タイプ空閑地は少なく，短期残存型の撤退
タイプ空閑地が多くなっていると考えられる。一
方，昭和６～４０年の間に開発された住宅地の多く
は，現在まさに更新期を迎えているところである。
そのため，新規世帯が流入した地域では，開発用
地を確保するために撤退タイプ空閑地が発生・残
存しており，長期残存型の撤退タイプ空閑地が多
くなっていると考えられる。４.０ｍ未満の道路は
建築基準法の接道要件を満たさないため，このよ
うに発生した空閑地の残存を助長している。
　以上の結果で示した通り，開発年代の古い住宅
地で撤退タイプ空閑地は多く発生してきたが，人
口増加時代においては宅地需要が存在したため，
多くの空閑地で再度住宅建設がなされたと考えら
れる。しかし，人口減少時代を迎え，従前通りの
宅地需要が期待できなくなると，昭和６～４０年の
間に開発された住宅地のように，多くの撤退タイ
プ空閑地が長期残存している地域において，住宅
建設が進むことなく，今後も空閑地が残存し続け
るケースが想定される。このように，空き家から
派生する撤退タイプの残存型の空閑地が，長期間
存在することは，地域の活力の低下などを招き，
今後さらに深刻化することが懸念される。
　この点を鑑みると，長期残存する空閑地を地域
の資源としていかに活用できるかという視点が今
後ますます重要となるであろう。また，昭和４１年

図１０　平均世帯人員変化率と撤退タイプ面積との関係
横張研究室作成

●市政研究センター研究報告
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６　空閑地の活用に向けた政策提案

以降に開発された住宅地でも，空閑地の発生が今
後進行していくことが考えられる。

　これまでの分析により，空閑地の発生のメカニ
ズムが明確になったことから，本章では行政の関
与が必要な空閑地について，今後の活用と対応方
策について提案を行う。

（１）対応が必要となる空閑地
　長期残存型の撤退タイプ空閑地の特徴として，
昭和４０年以前に個別開発された，幅員４.０ｍ未満の
道路に接していることがあげられる。
　このような場所は，宅地利用がしやすい計画的
な道路網の整備がなされていないため，幅員の狭
い道路が入り組み，また，建物の建築には，建築
基準法に基づく道路後退の義務が生じることにな
るなど，周辺環境の影響を受けることになる。こ
のような条件下にある空閑地については，建物建
築以外の利用のあり方を検討する必要がある。

（２）長期残存型の空閑地発生の防止
　今後は住宅需要の低下により，昭和４１年以降に
開発された住宅地でも，空き家から空閑地に移行
することが予想される。このような空閑地が長期
残存型にならないように，行政が定期的に調査・
把握するとともに，空閑地が発生した場合の活用
方針を事前に検討することが重要である。

（３）空閑地を新たな視点で捉える
　空閑地を単に「利用されていない土地」と捉え
てきたこれまでの見方を変えて，「まちづくりの
資源」として捉え直すことにより，新たな利用方
法がみえてくる。たとえば，空閑地を地域の人が
共同で利用できる農園や子どもから高齢者まで利
用できる多目的広場などに利用されていると，居

住環境の向上とともにその地域の人々の間に「ゆ
とりの空間」が生み出され，地域全体の活力が高
められる効果が期待できる。

（４）空閑地の活用方策
１）農的利用による生活空間の緑化
　活用方法の１つとして，農作物の栽培などの
「農的利用」が考えられる。
　空閑地で作物を栽培するなど，農的に利用する
ことにより，「まちなかガーデン」や柏市で取り組
まれている「カシニワ」４のような小規模ながらも
都市の緑地が産み出され，生活空間の中に潤いが
もたらされることになる。この一連の緑化の作業
を地域の人々が行うことによって，地域コミュニ
ティの創出・醸成が期待できる。
　しかし多くの空閑地は，宅地利用に適するよう
地盤が強固になっており，このような空間の活用
には，移設可能なプランターの設置などが有効で
ある。
２）地域コミュニティを育む広場
　また，農的利用以外の空閑地の活用方策として，
地域の人々が自由に活用できる広場をつくること
が考えられる。地域イベントのほかにも，フード
デザートが発生している地域では，マルシェなど
のコミュニティビジネスなどに利用することで，
地域課題の解決への寄与が期待できる。また，火
災発生時の延焼遮断帯や震災時の避難場所として
利用することで，防災面での効果も期待できる。

（５）空閑地の活用にあたっての課題
　利用されていない空閑地にも所有者が存在し，
利用には所有者との合意に加え，諸条件を盛り込
んだ賃貸借契約の締結が必要である。また，賃借

４   市民団体等が主体的に利用している樹林地や空き地，一般公開
可能な個人の庭を「カシニワ＝かしわの庭・地域の庭」と位置づ
け，緑の保全・創出，人々の交流の増進，地域の魅力向上を目的
とする事業。

住宅地における空閑地発生要因とその利活用に関する研究
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　本研究により，開発年代の古い住宅地で空閑地
が発生しやすく，さらに道幅が狭いなど条件が恵
まれない地域において，空閑地が長期的に残存す
ることがわかった。宅地需要の旺盛な時代におい
ては，住宅建設により空閑地は，再度充填されて
きた。しかし，人口減少に伴い，宅地需要の減退
が想定される今後においては，多くの空閑地が長
期的に残存することが想定される。
　今後は，地域の中に存在する活用されることの
ない空閑地の解決にあたっては，行政と住民が向
けて連携を図り取り組む必要がある。長期的に残
存する空閑地は，地域の人たちがまちづくりのた
めに活用できる資源として捉え直すことが重要で
あり，行政はそのような活動を支援するための方
策を検討していく必要があると考えられる。

　本調査にあたり，東京大学大学院の横張真教授
には貴重なご意見をいただき，末筆ですが心より
御礼申し上げます。
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７　おわりに料が発生する可能性もある。このように未利用状
態の空閑地を地域活動の場として共益的に利用す
るまでには，多くの手続きと費用が必要であり，
また専門的知識を要する場合もある。したがって，
これらの手続きを地域住民だけで行うことは負担
が多く，貸し手側にも不安が生じることになる。

（６）活用に向けた行政の役割
　長期間残存する空閑地が活用されない理由とし
て，本研究により明らかになった外的要因に加え，
内的要因があるものと考えられる。このような市
場的解決が望めない空閑地を，まちづくりの資源
に転換して活用するためには，行政の施策や関与
が必要になる。以下では，地域において利用しや
すくするために，行政が担う役割について提案す
る。
１） 空閑地を利用しやすくする制度づくり
　長期間残存する空閑地の活用を図るため，所有
権と使用権の分離を図り，空閑地の所有者と利用
する地域団体の賃貸借契約が円滑に進められるよ
う，「空閑地利用協定」の創設を提案する。
　この協定によって空閑地の利用目的や期間など
を明確になり，地域ではその期間に応じて活用す
ることが可能になる。これにより，所有者が行う
空閑地の維持管理を，維持管理を地域団体が担う
ことになり，地域団体はその対価として空閑地を
活用することが可能になる。
２）税負担の免除
　空閑地の所有者は，空閑地を資産として保有し
続けたい意識を持っている一方で，資産価値に応
じて発生する固定資産税などの税負担を懸念して
いる。空閑地利用協定の促進を図るインセンティ
ブを与える上でも，税負担が免除されるメリット
は大きい。

●市政研究センター研究報告
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